
災害発生時等における支援に関する覚書

浦安市（以下「甲」という。）と市川市農業協同組合（以下「乙」という。）

は、「浦安市と市川市農業協同組合との包括連携に関する協定書」に基づき、災

害発生時等における乙から甲への支援に関して、次のとおり必要な事項を定め、

覚書（以下「本覚書」という。）を締結する。

（趣旨）

第１条 本覚書は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１

項に規定する災害（以下「災害」という。）が発生し、または発生する恐れが

ある場合において、甲から乙に対して行う支援協力の要請に関し、必要な事

項を定めるものとする。

（支援の種類）

第２条 本覚書に基づき、乙が実施する支援の種類は、次の各号に掲げるとお

りとする。

（１）物資等の提供

（２）前号に定めるもののほか、特に要請のあった事項

（物資協力要請）

第３条 甲は、災害発生時等における応急処置のため、緊急に物資等を調達す

る必要があると認めるときは、乙の保有する物資等の供給を要請できるもの

とする。

（協力の実施）

第４条 乙は、甲から前条の要請を受けたときは、保有または調達可能な物資

について速やかに対応する。

（物資の範囲）

第５条 甲が乙に要請する物資等は、次の各号に掲げるもののうち、乙が保有

または調達可能な物資とする。

（１） 米、菓子類、生活用品

（２） その他、甲が指定する物資

（要請の方法）

第６条 甲が前条に掲げる物資の供給を受けようとする時は、供給要請書によ



り行うものとする。ただし、緊急を要するときは、電話等により行うことが

できるものとする。

（物資の引渡し）

第７条 物資等の引渡しの場所は、甲乙協議の上、定めるものとし、引渡場所

までの物資の運搬は、原則として乙が行うものとする。

２ 甲は、前項の規定により指定した引渡しの場所に甲の職員を派遣して、物

資等の引渡しを受けるものとする。

（連絡先及び連絡責任者）

第８条 甲及び乙は、災害発生時等における連絡先及び連絡責任者を定めるも

のとする。

２ 甲及び乙は、災害発生時等における連絡先又は連絡責任者に変更があった

ときは、速やかに、変更後のものを相手方に連絡するものとする。

（費用負担）

第９条 本覚書に基づき乙が甲に供給した物資等の対価、運搬費その他物資等

を供給するために要した費用は、甲が負担することを原則とし、当該費用の

額は、甲乙協議して定めるものとする。

（有効期間）

第１０条 本覚書の有効期間は、締結日から１年間とする。ただし、本覚書の

有効期間が満了する 1 か月前までに、甲及び乙が書面により特段の申し出を

行わないときは、有効期間が満了する日から１年間本覚書は更新され、その

後も同様とする。

（協議）

第１１条 本覚書に定めがない事項又は本覚書について疑義が生じたときは、

甲と乙の協議の上、定めるものとする。

本覚書の締結を証するため、本覚書２通を作成し、甲及び乙が記名押印の上、

各自その１通を保有する。
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